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Most of modern buildings in the city are built with reinforced concrete and steel frame. 
The author wishes to express warmth by building with wood. The feasibility of large-sized 
wooden building is verified in this study, being associated with the construction methods 
and environmental factors and economic. 
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１． はじめに 
街で見かける現代建築の多くは、鉄筋コンクリート造
や鉄骨造である。著者はそれらを目にするたび、冷たい
印象を受けている。もちろん意匠的に温かみを表現でき
るだろう。しかし、著者は材質、木造で建築することで
温かみを持たせたいという思いがある。さらに現在、日
本国内では木材が多く余っている。また、建築基準法改
正により木造の規模制限もなくなったため、大型木造に
も注目が集まっている。こうした背景・社会問題の解消
を含め、木造建築への個人的興味が一段と増した。本研
究では木造建築と同規模の鉄筋コンクリート造との比較
によって、大型木造建築の実現可能性を構法や環境要素
さらに経済性と関連付けながら検証してみることとする。 
 
２． 研究方法・対象 
（１）方法 
まず、木造と鉄筋コンクリート造を比較していく上で
参考とする対象物件を選定する。 
次に、基準とする対象物件（鉄筋コンクリート造）の
分析をする。分析内容としては、地域、用途、階数、面
積、構造形式、住戸数などの基本データと、屋根、外壁、
戸境壁、一般階床における躯体、下地のそれぞれを構成
する材料を挙げる。 
それらの断熱性能と遮音性能を調べ、その性能をもと
に等価の性能を持つ木造に変換する。変換には、ヨーロ
ッパで使われている dataholz［1］というデータベースを使
用するが、海外と日本の性能基準を揃えるため ISO で統
一化を行う。また、木造には耐火性能を確保するため石
膏ボードなどによる被覆型の耐火方法を施す。鉄筋コン
クリート造と木造を比較する際には、簡略化されたモデ
ルを作る。屋根、壁、床など部位別に材工費、CO2 排出量
を計算し、鉄筋コンクリート造と木造それぞれ建物全体
で比較する。最後に、各比較要素を金額という軸におい
て鉄筋コンクリート造と木造の双方を比較する。 
 
（２）対象範囲 
本研究の対象範囲は、構造種別にはあまり影響を及ぼ
さない項目は除き、表 1 の網掛け部分に示す建設段階の
躯体材・下地材にかかる部分のみとする。これから対象
とする費用は躯体材・下地材の材工費として、材料費、
施工費、運搬費は含んで取り扱う。CO2 排出量に関しては、
材料の製造時と運搬時に発生する二酸化炭素量である。
基礎工事は、建物本体が鉄筋コンクリート造よりも木造
の方が軽いことから、鉄筋コンクリート造の基礎を木造
にそのまま適用するものとして扱い、1 階床部分までは共
通として対象範囲には含めない。つまり、1 階壁部分から
上部を鉄筋コンクリート造と木造とで別とし、対象範囲
として取り扱う。仕上げ、設備の各工事についても鉄筋
コンクリート造と木造とで同等のものを使用するという
前提で対象項目から除外する。 
 
表1 対象範囲検討表 
建設 
運
用 
解
体 
基
礎 
躯体・下地 仕上げ 
設
備   
 
材工費 
材料費 
    
 施工費 
    
 運搬費 
    
 CO2 排出量     
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３． 比較元となる RC モデル 
日本の集合住宅（団地、社宅）の中で、地域的、構造
的、計画的に標準なものを選択する。これは、地方の寒
冷地域や極暑地域ではなく温暖地区を前提とする。都心
では交通など騒音の影響を考慮する必要がある。すなわ
ち今回は出来る限り標準的単純な仕様の建物を選定する
こととする。表 2 に建物の概要を、図 1,2,3 に RC モデル
の概略を示す。 
 
表2 建物概要 
地 域 第一種低層住居専用地域 
用 途 集合住宅 
階 数 ３階 
軒 高 8900 mm 
面 積 888.052 ㎡ 
基礎形式 フーチング基礎 
構造形式 RC 造 
住戸数 12 戸 
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図 1 断面図 
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図 2 平面図 
 
 
図 3 RC 床 
 
４． 木造モデル 
RC モデルの断熱性能と遮音性能を調べ、その性能をも
とに等価の性能を持つ木造に変換する。変換には、ヨー
ロッパで使われている dataholz［1］というデータベースを
使用する。木造モデルは、マッシブホルツによるものと
フレームによるものの 2 種類である。マッシブホルツと
は、集成材の面材を用いて面構造とする方法である。フ
レームは柱、梁、桁によって構造とする方法である。ま
た、耐火性能の確保のため石膏ボードなどの被覆による
対策を施す。図 3 の RC モデルと同等の性能を持ったマッ
シブ、フレームそれぞれの床構成図を図 4,5 に示す。こ
の dataholz［1］による変換を屋根、外壁、界壁についても
行う。 
 
 
図 4 木造マッシブ床 
 
 
図 5 木造フレーム床 
 
５． 躯体・下地コストの比較 
（１）計算方法 
 積算資料［2］から材料単価、工事単価を読み取り、数量
をかけることで計算している。また、鉄筋や型枠などの
数量はコンクリートなど他の材料に対する割合、歩掛り
で計算を行う。 
例）鉄筋歩掛り(kg / コンクリート m3当たり) × コンク
リート数量(m3) = 鉄筋数量(kg) 
表 3は図 1,2から計算した床と壁の面積データである。
この表の数値をもとに材料の数量を決定する。 
 
表 3 面積データ 
  面積   
一般階床 262 ㎡ 
①  70 ㎡ 
②  61 ㎡ 
③  61 ㎡ 
④  70 ㎡ 
屋根 292 ㎡ 
外壁 1146 ㎡ 
界壁 671 ㎡ 
 
  床部位のコストに関しての結果を図 6 に示す。木造
マッシブ床は価格面では木造フレーム床の 2 倍、RC 造
床の 2.3 倍ほどになるが、やはり同等の遮音性を実現
しようとすると、他の材料よりも比較的高価な集成材
を面構造であるため多く使うことになる。また、火災
を考慮した際に、木造モデルには被覆型の耐火方法を
とったため、石膏ボードの分価格がかさんでしまった
と考えられる。 
 
 
図 6 床におけるコスト比較 
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屋根、外壁、界壁においても金額を計算し、今回のモ
デル一棟での躯体・下地コストを求める。その結果を図 7
に示す。RC 造の躯体・下地の材工費を 1 とした場合、木
造マッシブは約 1.42 倍、木造フレームは 0.82 倍の費用
が必要となる。 
 
 
図 7 躯体・下地コスト比較 
 
６． CO2 排出量の比較 
（１）製造時 CO2 排出量 
材料製造や工事によって発生した二酸化炭素の量につ
いて比較をする。建設段階では、主に材料の製造時と運
搬時、施工時に二酸化炭素が発生する。ただし、施工時
は重機の稼働時間が明確になっていないことや、他の段
階に比べて二酸化炭素の発生量が微少であることから、
今回の計算には含めていない。材料製造時の CO2 排出量
は、使用される材料の体積（㎥）や重さ（kg）、面積（㎡）
などの数量に、CO2 排出原単位［3］をかけることでそれぞ
れの材料の CO2 排出量を求める。表 4 に、代表的な CO2
排出原単位を示す。図 8 は製造時 CO2 排出量の結果であ
る。 
 
表 4 CO2 排出原単位 
材料 原単位 単位 
普通コンクリート 474 kg-CO2/㎥ 
硬質ウレタン 
フォーム 
128 kg-CO2/㎥ 
合板 572 kg-CO2/㎥ 
グラスウール 54.8 kg-CO2/㎥ 
集成材 400 kg-CO2/㎥ 
鉄筋 0.93 kg-CO2/kg 
石膏ボード 0.384 kg-CO2/kg 
砂利 0.0074 kg-CO2/kg 
輸送 0.313 kg-CO2/t・km 
 
 
図 8 製造時 CO2 排出量比較 
 
図 8 より RC モデルの外壁・界壁で多くの CO2 が排出さ
れていることから鉄筋コンクリートは環境負荷が大きい
ことや壁式であることから多くの鉄筋とコンクリートが
必要となることがわかる。また、同じ木造である木造マ
ッシブと木造フレームを比較したとき、表 6 と図 8 から
木材量は 3 倍近くの差があるにもかかわらず、製造時 CO2
排出量では 1.8 倍ほどの差である。これは遮音性など同
等の性能を持たせるために、木造フレームには多種の材
料を使用したことと床に厚みを持たせていることが原因
と考えられる。 
 
（２）運搬時 CO2 排出量 
次に運搬時の CO2 排出量を求める。本研究ではトンキ
ロ法を採用し、貨物輸送 CO2 排出原単位に輸送距離と資
材重量をかけることで算定する。算定式は、次の式によ
る。 
運搬時 CO2 排出量＝輸送 CO2 原単位(t-CO2/t・km)×資材
重量(t)×輸送距離(km) 
輸送距離は材工費に含まれる運搬費の条件として、片
道 30km までとするため 30km とする。表 5 に RC 造、木造
マッシブ、木造フレームの資材重量を示し、図 9 に 3 つ
のモデルそれぞれ運搬時 CO2 排出量を示す。 
 
表 5 資材重量 
 
資材重量 t 
RC 1144.443 
マッシブ 403.860 
フレーム 229.514 
 
 
図 9 運搬時 CO2 排出量 
 
図 7 と図 9 を比較すると、どのモデルにおいても運搬
時 CO2 排出量は製造時 CO2 排出量の 2～3%ほどしかなく、
微少である。建設段階における CO2 排出量は、RC 造を 1 と
した場合、木造マッシブは約 0.50 倍、木造フレームは約 
0.29 倍の CO2 を排出する。 
 
（３）木材の CO2 固定量 
森林が二酸化炭素を吸収している。その後、伐採され
木材として使用されることになるが、木材になってもこ
の吸収した二酸化炭素を固定し続け、廃棄、焼却された
とき、はじめて二酸化炭素に戻ることになるのである。
つまり木材を建物に使用した際、二酸化炭素はその建物
に固定されていることになるのである。二酸化炭素の固
定量は以下の式で求めることが出来る。 
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木材体積×木材の絶乾比重×炭素含有率×二酸化炭素分
子量÷炭素分子量 
＝1 ㎥×0.45 t / ㎥×0.5×44÷12 
＝0.825 t 
つまり木材は 1 ㎥あたり 0.825 t の二酸化炭素を固定
しているのである。表 6 にそれぞれのモデルに使われて
いる木材量を示し、図 10 に CO2 固定量を示す。 
 
表 6 木材量と木材率 
  
木材使用量 
㎥ 
木材使用率 
㎥/㎡ 
RC 59.918 0.06748 
マッシブ 310.744 0.39744 
フレーム 108.399 0.13807 
 
 
図 10 CO2 固定量 
 
 図 8,9,10 を合わせて比較すると、今回のような規模の
建物でも RC造とするよりも木造マッシブとすることによ
って約 376 トンもの CO2 を削減できることになる。 
 
（４）CO2 の金額化 
製造時、運搬時の CO2 排出量と木材の CO2 固定量を 1
トン当たり 3,000 円[4]として金額に換算する。本研究の規
模の建物の場合、RC 造よりも木造マッシブとすることに
よって約 113 万円分の削減が可能となる。 
 
７． 結論 
1) RC 造の躯体・下地の材工費を 1 とした場合、木造
マッシブは約 1.42 倍、木造フレームは 0.82 倍の
費用が必要となる。  
2) RC 造の CO2 排出量を 1 とした場合、木造マッシブ
は約 0.50 倍、木造フレームは約 0.29 倍の CO2 を
排出する。 
3) CO2 固定量まで含めると、木造フレームでは排出量
と固定量がほぼ相殺され、木造マッシブでは、木
材が CO2 を吸収する量の方がむしろ多くなる。 
 
 
 
 
 
今回の分析範囲における比較項目を金額という軸で比
較すると、高い方から順に木造マッシブ、RC 造、木造フ
レームになった。RC 造モデルの金額を 1 とした場合、木
造マッシブモデルは約 1.42 倍、木造フレームモデルは約
0.84 倍のコストで実現可能であることが確認できた。CO2
排出量を金額に換算しても、躯体・下地の材工費に対す
る割合は微々たるものであったが、CO2 排出量による環境
負荷は、木造の方が圧倒的に小さいことが言える。 
結論として、今回分析した範囲において、マッシブホ
ルツによる木造化の優位性は確認できなかった。しかし、
木造フレーム形式であれば、RC 造より経済的に実現でき
ることが示唆された。そうした可能性を加味すれば、著
者の夢である市街に大型の木造建築を増やすということ
も夢でなさそうである。 
 
 
図 12 躯体・下地・CO2 コスト比較 
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